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岩手労働局・盛岡労働基準監督署

はしごや脚立は、ごく身近な用具である
ため、墜落・転落の危険をそれほど感じずに
使用する場合が多いと思いますが、過去の
災害事例では、骨折などの重篤な災害が多数
発生し、負傷個所によっては死亡災害も発生
しています。必要に応じ、床面の広いローリ
ングタワー（移動式足場）や手すり付きの
作業台などの使用を検討するとともに、作業
者は、必ずヘルメットをかぶり、頭部の負傷
を防ぎましょう。

全国労働衛生週間が実施されます！ 1 0 月 1 日～７日、９月は準備期間

508

はしごや脚立からの墜落・転落災害をなくしましょう！ ～ 使 う 前 に チ ェ ッ ク ！ ー

令和７年度の「熱中症クールワーク キャンペーン」は、９月まで実施されています。❕
熱中症による死亡災害は毎年20人から30人程度発生し、死亡災害に至る割合は他の災害の約5～6倍と言われ

ております。死亡者の約7割は屋外作業であり、そのほとんどが初期症状の放置や対応の遅れが影響しています。
まだまだ暑い日が続きます。熱中症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に

対処する体制の整備、手順の作成を行い、関係労働者に周知徹底をお願いします。
１、暑さ指数（WBGT）の把握と評価→暑さ指数計で測定、身体作業強度等に応じたWBGT基準値の確認
２、次の各対策を実施
□暑さ指数の低減 □作業場所の整備 □服装
□作業時間の短縮 □プレクーリング □水分・塩分の摂取
□熱純化への対応 □健康診断結果に基づく対応
□日常の健康管理 □作業中の労働者の健康状態の確認
□異常時の対応

STOP!  熱中症クールワークキャンペーン まだまだ暑さが続きます。対策を継続しましょう！

全国労働衛生週間は昭和25年より毎年実施されており、今年で第76回目を迎えます。
あらゆる労働者が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、

治療と仕事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要であるとともに、
引き続き過労死等の防止対策の推進、小規模事業場を含めた職場におけるメンタルヘルス対策の取組の一層
の促進が必要となっています。 
また、化学物質対策に関しては、今後も対象となる化学物質の数は順次拡大し、幅広い業種で対応が必要

になることから、引き続き事業者がリスクアセスメントを実施し、その結果に基づき、ばく露防止措置を適
切に実施する制度（自律的管理）の定着・推進に向けた取組が必要であるとともに、石綿含有建材を用いて
建設された建築物の解体工事が 2030 年頃をピークとして、増加が見込まれる中、一定の建築物や工作物な
どの解体・改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の
義務化など、石綿によるばく露防止対策が強化されているところです。
このような状況下、令和７年５月に公布された労働安全衛生法等の改正法により、労働者数50 人未満の

小規模事業場に対してストレスチェックの実施が義務付けられた（施行日は公布後３年以内に政令で定める
日）ほか、危険性・有害性情報の通知義務（SDS の交付等の義務）に罰則を設けることや、個人ばく露測定
を作業環境測定として位置づけ、作業環境測定士に実施させること等も新たに規定されています。 
さらに、令和７年６月に公布された労働施策総合推進法の改正法により、治療と仕事の両立支援のための

必要な措置を講じることが事業主の努力義務とされた（施行日は令和８年４月１日）ほか、職場における熱
中症による死亡者数が３年連続で 30 人を超えている状況等を踏まえ、熱中症による死亡災害の減少に向け
て、熱中症のおそれがある作業者を早期に発見するための体制整備、熱中症の重篤化を防止するための措置
手順の作成、これらの体制や手順の関係作業者への周知を内容として、労働安全衛生規則が改正されたとこ
ろです。 
皆様におかれては、この期間（10/1～10/7、9月は準備期間）に事業場における労働衛生意識の高揚を

図るとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図りましょう。
▶スローガン 「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」 

キャンペーン実施事項 ▶ 教育研修ガイド・動画 ▶

チェックリストはこちら！



岩手労働局・盛岡労働基準監督署

産業構造の急激な変化に伴い、労働者の心身に係る健康問題が複雑多岐にわたり、特に過労死や化学物

質によるがんの発生等が大きな社会問題となっていることから、様々な健康影響に係る要因を洗い出して

効果的な対策を講ずることが事業者に求められています。

衛生管理活動を効果的に推進するためには、事業者が先頭に立ち、労働者一人一人の理解と協力を得る

ことが不可欠です。衛生管理活動の中核に位置付けられている衛生委員会は、労働者の健康障害の防止を

目的に基本的な事項の対策を打ち立てるための調査・審議機関であり、労働者の意見を聞き衛生管理活動

に反映することを目的としています。

労働安全衛生法では常時50人以上の労働者を使用する全ての事業場が衛生委員会を設置し、労使を含め

た関係者を構成員として毎月１回以上開催することが義務付けられているほか、常時50人以上とはならな

い等委員会を設けていない事業者に対しては、安全、衛生に関する事項について、関係労働者の意見を聞

くための機会を設けるようにしなければならない旨規定されています。

事業主の皆様は、以下を参考に衛生管理活動を活性化させるようお願いいたします。

□安全衛生基本方針を作成していますか。また、実態に即した方針となっていますか

□職場を健康で安全なものにするための課題を把握し、改善のための取組を行っていますか

□年間計画に沿って取組が実施されれていますか、また、PDCAサイクルは実施されていますか

□過重労働対策について、労働時間が客観的な方法で把握されていますか。チェック機能が働き長時間

労働の抑制措置がとられていますか。また、長時間労働者への医師面談が適切に実施されていますか

□メンタルヘルス対策が年間計画に盛り込まれていますか、ストレスチェックが実施されていますか。

また、高ストレス者の面接指導が適切に行われていますか

□衛生規定は現行法に沿って見直しされていますか

労働衛⽣週間（10⽉ １ ⽇〜７ ⽇）に実施する事項カスタマーハラスメントや、求職者に対するセクシュアルハラスメントを防止するために、雇用管理上必要な
措置を講じることが事業主の義務となります。（公布日：R7・6・11、施行日：公布日から1年6か月以内）
カスタマーハラスメントとは、①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行う、②社会通念上許容さ

れる範囲を超えた言動により、③労働者の就業環境を害すること。をいいます。また、求職者等に対するセクハ
ラ（就活セクハラ）とは、就職活動中やインターンシップの学生等に対するセクハラやパワハラのことをいい、
これらのハラスメントを防止するための必要な措置を講じることが事業主の義務となり、その具体的な措置の内
容は、今後指針において示される予定です。

事業主の皆様は、社内であらかじめカスタマーハラスメントや就活ハラスメントの判断基準を明確にした上で、
企業内の考え方、対応方針を統一して現場と共有しておきましょう。

カスタマーハラスメントへの対応策はできていますか？ 対 策 リ ー フ レ ッ ト の ご 紹 介

衛生委員会は確実に実施されていますか？ 調査審議を活性化しましょう！
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安全衛生管理体制の整備

https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/johoteikyo/tabid/1293/Default.aspx

	スライド 1
	スライド 2

